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はじめに 

 

 新潟県柏崎原子力広報センター（以下「センター」という。）は、柏崎刈羽原子力発電

所立地周辺の住民をはじめ、広く県民に原子力に関する知識の普及、原子力の平和利用

等についての啓発を図ることを目的に、昭和 61 年に県が設置しました。 

県は、平成 18 年度から指定管理者制度を導入し、県と立地周辺市町村が出えんし設立

した(財)柏崎原子力広報センターを指定管理者に指定して、現在、施設の管理運営及び

普及啓発等の事業を行っています。 

 

  今年度末に５年間の指定期間が終了することから、センターの必要性や今後のあり方

等について検討するため、当「柏崎原子力広報センター検討委員会」（以下「検討委員会」

という。）が、県により平成 22 年 10 月に設置されました。 

 

 検討委員会は、センターの必要性をはじめ、今後果たすべき役割や具体的な事業展開、

管理運営の方法等について、集中的に検討を行いました。 

 

 県においては、この報告書を活用して、柏崎刈羽原子力発電所立地周辺市町村ととも

に、センターで、立地周辺住民をはじめ県民の安全・安心に資する事業を積極的に進め

られることを望みます。 
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１．検討の概要 

  

センターの役割や必要性を確認し、今後の事業展開や効果的な管理運営方法について

検討するため、新潟県では「柏崎原子力広報センター検討委員会」を設置しました。 

これを受け、検討委員会は下記のとおり検討し、報告書をとりまとめました。 

 

 （１）「柏崎原子力広報センター検討委員会」委員 

委員長 角山 正博 新潟工科大学情報電子工学科教授 

委員長 

代理 
新野 良子 

(株)新野屋専務取締役 

柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会会長 

委員 阿曽  晋 新潟日報社編集局報道部次長 

委員 鬼山 正生 
(財)刈羽村生涯学習振興公社専務理事 

刈羽村上高町集落区長 

委員 佐藤 正幸 柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会副会長 

委員 中山 博迪 柏崎市立教育センター所長 

 

（２）検討の状況 

 

第１回検討委員会（平成 22 年 10 月 19 日） 

１．センターの概要、事業の内容等の報告 

２．センターに期待する役割や必要性について 

第２回検討委員会（平成 22 年 11 月 9 日） 

１．センターの今後の事業内容について① 

２．センターの今後の管理運営方法について 

第３回検討委員会（平成 22 年 11 月 30 日） 

  １．センターの今後の事業内容について② 

  ２．検討結果のとりまとめについて 

 

検討は、事務局から原案等を提示されることなく、 

検討事項についての委員間のブレーンストーミング 

をもとに、意見をグループ化したうえで各グループ 

の関連性を探り、全体としての方向性を確認しまし 

た。 

 

 

第１回検討委員会 

グループ化したワークシート 
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●昭和６０年１２月

（財）柏崎原子力広報センター設立 （以下「財団」という。）

①当初は展示が中心

④「地域の会」の事務局

②次世代対象事業を実施

③原子力防災研修を実施

平成１９年 中越沖地震

（第九管区海上保安本部提供）

●昭和６１年５月センター開館

●財団に管理委託

地域住民をはじめ、広く県民に原子
力発電所に関する知識の普及並びに
原子力の平和利用についての啓発を
図るために設置する（県柏崎原子力
広報センター条例より）

この法人は、広く県民一般に原子力
発電、放射線利用など原子力の平和
利用に関する知識と安全性に関する
普及啓発を行い、もって地域社会の
振興に寄与することを目的とする
（財団寄付行為より）

●平成１７年度 指定管理者制度導入

●平成１８年度～２２年度

財団が指定管理者として管理運営

●自主財源はほとんどなく、自治体か

らの委託事業が中心

【管理運営の状況】

①展示と施設見学会
開館当初から平成１１年頃までは、原子
力施設の見学や展示事業が中心だった

②出前講座や実験教室
平成１２年に事業を見直し、出前講座
や、次世代を対象にした実験教室など
が主要事業となった

③原子力防災研修
平成１３年度から、消防団員や自主防災
組織等を対象に原子力防災研修を実施

④「地域の会」事務局
平成１５年度から、東電の不正問題をきっ
かけに発足した「柏崎刈羽原子力発電所
の透明性を確保する地域の会」の事務局
を担う

【事業展開の変遷】

【期待する役割】

正しい情報・バランスのよい情報

をもとに、研修・教育の拠点として

取り組みを進めてゆくことを期待

【事業展開の基本姿勢】

防災研修や子どもへの事業など、

全域で積極的な展開が必要だが、

場所や予算などの制約がある。

今後の事業展開にあたっては

【望ましい管理運営方法】

センターの基本スタンスは

「中立・公正・公平」。

望ましい管理運営方法は

センターの設立以来の経緯や現在の事業内容などを確認したうえで、センターの必要性や期待

する役割、事業内容、効果的な管理運営方法などを検討し、取り組む方向性をまとめました。

《検討委員会 検討結果》

２．検討結果（総括）

●防災の人材育成

●子どもたちへの教育

●地震の経験を伝える

●地域に出掛けて実施する

●関係機関と連携して実施する

　などの姿勢が必要

●地元と県が設立した財団が運営し

●自治体は前向きに支援する

●ただしチェック機能が必要

P4～5 P10～11P6～9
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３．期待する役割 

 

第１回の検討委員会で、センターのこれまでの事業展開や中越沖地震を経た現在の住

民ニーズなどをもとに、「センターはこれまでどんな役割を果たしてきたか？そして今後

どんな役割が期待されるのか」について意見交換しました。 

その結果、期待する役割や今後機能を強化してゆく方針を、次のように集約しました。 

『『正正ししいい情情報報・・ババラランンススのの良良いい情情報報ををももととにに、、研研修修・・教教育育のの拠拠点点ととししてて機機能能強強化化をを』』  

    具体的には、以下の事項への取り組みを提起しました。 

 

（１）中立公正な情報発信の場 

  わからないことが、住民の不安につながります。わかるためには、正しい知識を持つと

ともに、正しい情報を得ることが必要です。 

発信される情報が偏っていると、受けとった情報を信じることができません。事実を偏

らず、バランス良く発信する必要があり、それを続けることで住民が信頼する中立公正な

情報発信の場となることが必要です。 

 

（２）原子力防災の人材育成、研修の強化 

現在、住民向けの原子力出前講座や消防団員や自主防災組織役員向けの原子力防災研修

が実施されていますが、住民向けの講座については回数が少ないのが現状です。 

数年で全地域で実施されることが理想ですが、発電所周辺何キロ圏内と対象を定め、網

羅するような実施方法も考えられます。 

災害時に活動する消防団員や自主防災組織の役員等向けの研修は重要で、今後の継続し

た実施と実践的な内容への改善が求められます。 

 

（３）地震の経験を伝える 

  平成 19 年の中越沖地震では柏崎刈羽原子力発電所が被災しました。 

中越沖地震で何があったのか、行政や事業者がどのような対応を行ってきたのか、しく

み等がどのように変わったのかなど、将来のために中越沖地震での経験を次世代に伝えて

いくことが求められます。 

 

（４）すべての子どもたちが学ぶ 

  現在、センターでは、放射線に関する授業を一部の中学校で実施していますが、柏崎刈

羽地域のすべての子どもたちが放射線に関する基礎知識を身につける機会を持つべきで

す。中学校理科の新学習指導要領に放射線に関する学習内容が加わったことから教育界と

連携し、放射線に関する授業を全中学校で実施することが求められます。 
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４．事業展開の基本姿勢 

 

第２回の検討委員会で、今後の事業内容について意見交換しました。 

その過程で、センターの弱点や、弱点を踏まえた事業展開の基本姿勢を提起するとと

もに、具体的に事業を考える際の着眼点が見えてきました。 

センターという「場」にとらわれず、関係機関との協働を図る拠点として、センター

の基本姿勢を次のように集約しました。 

『『セセンンタターーのの基基本本姿姿勢勢はは““出出掛掛けけるる、、つつななぐぐ、、仕仕掛掛けけるる””』』  

  短いキャッチフレーズに込めた趣旨は、以下のとおりです。 

 

（１）出掛ける 

  センターは、所在地に地理的な制約があり、出前講座など出掛けて行う事業展開が効

果的です。また、住民が理解する上で、現場をみることは重要であり、そのような機会

を提供していく必要があります。 

 

（２）つなぐ 

センターには、その設立経緯からも、住民と自治体とのパイプ役としての役割が期待

されます。 

また、単独での事業拡大は困難であると考えられ、今後は、住民から見える形で関係

機関と連携・協力し、事業を展開していくことが求められます。 

 

（３）仕掛ける 

 中学校理科の新学習指導要領に放射線に関する学習内容が加わったこともあり、今後、

行政と教育委員会の連携を強化すべきであり、センターにおいては柏崎市立教育センタ

ー等と連携し事業を展開していくことが求められます。また、東京電力・東北電力など

他の関係機関との連携・協力や専門家の活用も検討すべきです。 

 現在、住民は中越沖地震を経験し、防災意識が高いことから事業を展開するチャンス

と言えます。 
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地
域

を
つ

ぶ
し

て
い

っ
て

防
災

知
識

の
普

及
を

図
る

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

工
夫

が
必

要

原
子

力
防

災
に

限
ら

ず
複

合
防

災
の

視
点

で
研

修
を

原
子

力
だ

け
に

と
ら

わ
れ

ず
防

災
全

体
の

研
修

を

身
近

な
単
位

で
積

み
重
ね

広
く

防
災
全

般
の

研
修

【 防 災 】

原
子

力
に

関
す

る
基

礎
教

育

文
科

省
を

待
た

ず
に

先
行

し
て

の
実

施

基
礎

的
＆
先

駆
的

【 教 育 】

放
射

線
に

つ
い

て
の

情
報

、
教

材
の

提
供

　

放
射

線
を

分
か

り
易

く
ハ

ッ
と

気
付

く
よ

う
な

教
え

方

放
射

性
物

質
に

つ
い

て
の

正
し

い
知

識
を

伝
え

る

放
射

線
の
正

し
い

知
識

原
子

力
に

関
心

を
持

つ
よ

う
な

楽
し

い
教

育

原
子

力
に

関
わ

る
技

術
者

が
増

え
る

よ
う

な
教

育

未
来

の
エ
ン

ジ
ニ

ア

理
科

の
教

師
へ

の
原

子
力

に
関

す
る

研
修

子
供

を
と

お
し

て
保

護
者

へ
の

知
識

の
浸

透

全
て

の
地

域
を

カ
バ

ー
す

る
教

育

Ｐ
Ｔ

Ａ
（
親

に
教

師
に
地

域
に
）

地
域

防
災

ス
ク

ー
ル

の
原

子
力

版

消
防

団
等

の
防

災
研

修
と

連
携

し
た

展
開

次
の

世
代

、
高

校
生

へ
の

原
子

力
防

災
教

育
の

実
施

防
災

組
織
と

の
連

携
防

災
教

育

柏
崎

市
の

副
読

本
に

は
地

震
の

記
述

が
追

加
さ

れ
る

予
定

【 地 震 の 経 験 】

中
立

、
公

正
の

立
場

で
の

地
震

の
経

験
の

整
理

地
震

で
何

が
あ

っ
た

の
か

を
、

見
え

る
よ

う
に

し
て

伝
え

る

地
震

の
経

験
の

風
化

↓
伝

え
る

情
報

の
整

理

地
震

の
経

験
↓

未
来

へ
の

反
映

地
震

の
前

後
の

変
化

を
伝

え
る

ソ
フ

ト
と

ハ
ー

ド

地
震

の
ア
ー

カ
イ

ブ

発
電

所
に

対
す

る
行

政
と

し
て

の
チ

ェ
ッ

ク
機

能
の

周
知

地
震

後
の

運
転

再
開

の
経

過
を

伝
え

る
こ

と
が

必
要

地
震

後
の
安

全
確

認

防
災

知
識

の
中

で
原

子
力

防
災

の
視

点
が

欲
し

い

原
子

力
防

災
に

関
連

し
た

出
前

講
座

を

地
震

を
踏

ま
え

て
の

防
災

研
修地
震

と
防
災

《
５
》

事
業
展
開
の
着
眼
点

地
域

の
防

災
力

の
向

上

自
前

の
講

師
等

の
養

成

【
自

前
の

力
】

広
報

セ
ン

タ
ー

職
員

自
身

の
研

さ
ん

情
報

を
流

す
工

夫
が

大
切

刈
羽

C
A
T
V

の
活

用
な

ど

正
し

い
知

識
バ

ラ
ン

ス
の

よ
い

情
報

を
積

極
的

に
発

信
す

る

防
災

意
識

は
高

い
→

原
子

力
へ

の
関

心
を

高
め

る

【
情

報
】

【
つ
な
ぐ
】

住
民

と
自

治
体

と
の

パ
イ

プ
役

市
民

、
村

民
か

ら
見

え
る

形
で

の
連

携

東
京

電
力

・
東

北
電

力
の

活
用

も
検

討
し

て
み

て
は

【
仕
掛
け
る
】

市
民

に
見

え
る

表
舞

台
で

ジ
ョ

イ
ン

ト
し

て
い

く

柏
崎

市
教

育
セ

ン
タ

ー
等

と
連

携
し

た
事

業
展

開

他
の

組
織

と
連

携
し

そ
の

頭
脳

を
借

り
る

行
政

と
教

育
委

員
会

の
連

携
の

強
化

自
分

た
ち

だ
け

で
は

な
く

専
門

家
を

活
用

す
る

自
ら

表
に

出
て

行
き

地
味

な
イ

メ
ー

ジ
を

打
破

す
る

パ
イ

プ
を

生
か

し
て

よ
り

強
い

連
携

を
目

指
す

べ
き

地
震

を
経

て
防

災
意

識
も

高
い

、
今

が
仕

掛
け

る
チ

ャ
ン

ス

【
場
の
問
題
】

外
部

か
ら

見
る

と
孤

立
し

て
い

る

県
市

村
、

そ
れ

ぞ
れ

の
意

向
が

あ
る

予
算

を
う

ま
く

使
う

工
夫

が
必

要

全
部

は
無

理
事

業
の

選
別

が
必

要

存
在

感
が

な
い

地
理

的
な

制
約

【
体
制
の
問
題
】

【
限
ら
れ
た
予
算
】

【
第

２
回

検
討

委
員

会
ま

と
め

】
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５．具体的な事業展開 

今後の事業展開の検討にあたり、第２回でまとめた「事業展開の着眼点」をもとに各自

治体でどのような事業展開が可能か、第３回の検討委員会で説明を受けました。その説明

などをもとに意見交換し、具体的に実施していくことを求めたい事業を検討しました。 

事業のアイデアや具体的な提案は多岐に渡りましたが、事業に取り組むにあたって、 

「すみやかな取り組みが求められるもの」、 

「長期的目標として取り組みが求められるもの」 

に分けて、計画的に実施していくことが必要です。 

以下に、いくつか具体的な事業展開を例示します。 

 

（１）すみやかな取り組みが求められるもの 
 

①中学生放射線教室の拡充 

・柏崎市、刈羽村、出雲崎町の全中学校において、平成 24 年度を目途に放射線教室が

実施できるように、関係機関と連携・協力し、実施体制の構築を図る。 

・行政が教育委員会、柏崎市立教育センター等と連携強化し、全中学校に放射線教室

の実施を働きかける。 
 

②原子力講座の拡充と改善 

・刈羽村においては、数年で全集落を一巡するように講座を開催する。 

・センターにおいては、発電所から２～４km 圏内の町内会を対象に数年で一巡するよ

うに原子力講座を開催する。 

  ・講座が難しくなり過ぎないように受講者のニーズにあった内容にし、講座の階層化

を図る。 

  ・受講者の中から講師を養成したり、自治体や企業等の職員に対する講師依頼を考慮

する。 
   

 ③見学会事業等の整理・効率化 

  ・環境エネルギーセミナーや見学会などの事業については、東京電力と重複している

ものがあることから、東京電力と調整し、整理・効率化を図る。 
 

④中越沖地震の記録作成検討 

・中越沖地震の経験を風化させないため、その記録を映像や冊子として作成・保存し

活用していくための検討を行う。 
 

⑤センターのＰＲ強化 

・刈羽村のＣＡＴＶを活用し事業のＰＲを実施する。 

・町内会長、区長へのチラシの製作・配布や公的施設での掲示用ポスターの製作・配

布を行う。 

 

（２）長期的目標として取り組みが求められるもの 

  センターには、「中立・公平・公正の確保」が重要です。地域にあるたくさんのエネル

ギーに関する多様なグループをつなぐ、つなぎ手の核となれば自ずとバランスがとれる
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　と考えます。

　また、各グループが交流し、お互いの考えを理解し、例えば、総合的な課題に対しひと

つの考えにまとまれば、地域の発展につながると考えます。

そのような各グループをつなぐ、また、お互いの考えを理解する場をつくっていくこ

とが今後求められ、まずは、そのような意識改革が求められます。

また、これらの事業の実施にあたっては、

●関係機関と連携できる事業を具体的に探ること

●類似する取り組みを行っている関係機関と、事業の調整を図ること

●センターをサポートする体制や手法を整えること

●呼び掛けに協力し講師を務めてくださる方など、自前の力を育成、発揮すること

などが必要です。

　以下に、７ページで示した「事業展開の着眼点」をもとに、連携して事業実施を図るべ

き関係機関や、事業内容の検討や実施に向けた調整に取り組めそうな関係機関を事務局と

ともに検討し、以下に例示します。

　それぞれのノウハウやネットワークを活用できるような、新たなパートナーシップづく

りのために、センターの積極的な働き掛けを期待します。

防災教育

防災組織との連携

身近な単位で積み重ね

●消防本部･署

●消防団

●自主防災組織

●町内会・集落

●コミュニティセンター

放射線の正しい知識

●県放射線監視センター

●東北放射線科学センター

●放射線医学総合研究所

●日本原子力研究開発機構

●放射線計測協会

未来のエンジニア

●新潟工科大学

●新潟産業大学

●長岡技術科学大学

●資源エネルギー庁

●日本原子力文化振興財団

●日本原子力研究開発機構

地震のアーカイブ

●ＮＰＯ、市民グループ

●コミュニティセンター

●報道機関

●（財）新潟県中越沖地震
復興基金

地震と防災

●新潟工科大学（原子力耐

震・構造研究センター）

●新潟大学災害復興科学

センター

●防災科学技術研究所

地震後の安全確認

●原子力安全・保安院

●柏崎刈羽原子力発電所

ＰＴＡと地域

（親に教師に地域に）

基礎的＆先駆的

●教育委員会、学校

●柏崎市立教育センター

●刈羽村生涯学習振興公社

●「地域の会」

広く防災全般の研修

●県防災局

●消防本部・署

●国土交通省・気象庁

●国土地理院

●防災科学技術研究所

プログラムの工夫

●原子力安全基盤機構

●原子力安全技術センター
【教 育】

【地震の経験】

【防 災】

《柏崎原子力広報センター》

要 望

連携して
研修等を

実施 連携手法

の調整

出前講座、

研修等の計
画的な実施

事業内容の検討と

実施のための調整

連携して次世代向き
の講座や放射線教室

などを実施

事業内容の検討

事業内容の検討と
研修や施設見学な
どの調整、実施

《前向きな支援・協働して実施》

柏崎市・刈羽村・出雲崎町

新潟県

「仕掛ける」事業展開イメージ
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６．望ましい管理運営方法 
 

ここまで、センターに今後期待する役割、事業に取り組む姿勢、そして具体的な事業

展開について検討してきました。 

そこで、「中立・公正・公平」をセンターの基本スタンスとしたうえで、施設を的確に

管理し、事業を最も効果的に実施していく体制について検討しました。 

検討にあたっては、右ページの５つのパターンについて具体例をあげての説明を受け、

それぞれのメリット・デメリットを考えながら意見交換しました。 

 

その結果、次のような問題が指摘されました。 

 

民間企業等への移管 

･･･そもそも利潤を追求する施設ではない。 

市町村への移管・市町村による管理 

    ･･･県も運営に関わるべきである。県市町村が一体で活動して欲しい。 

県直営･･･県だけでは地元のかかわりが薄くなる。 

 

    これらのことから、今後も、県、立地周辺自治体で設立した財団が管理運営していく

ことが望ましいと考えます。 

ただし、事業を的確に推進するには、地元をはじめとする自治体の前向きな取り組み

が不可欠です。 

また、事業を的確に実施していくためにも、実施状況をチェックする機能をしっかり

と備えることが必要です。 

指定管理の期間については、それぞれ意見が出されましたが、性急に成果を求めすぎ

るのも問題ですが、漫然と取り組むことは許されないことから、３年後を目途に事業実

施状況をチェックし、それを公表し、常に検証・改善を図るという前提で、５年間が適

当ではないかとの結論になりました。 

 

まとめると、以下のようになります。 

 

        ●●（（財財））柏柏崎崎原原子子力力広広報報セセンンタターーがが管管理理運運営営をを担担ううここととがが望望ままししいい  

        ●●自自治治体体のの前前向向ききなな支支援援がが不不可可欠欠ででああるる  

        ●●実実施施状状況況ををチチェェッッククすするる機機能能がが必必要要ででああるる  
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管
理
運
営

方
法
　

比
較
検

討
表

民
間
で
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
が
可
能
な

施
設
で
、
利
用
実
態
・
運
営
状
況
か

ら
民
間
で
の
運
営
が
効
果
的
な
施
設

民
間

企
業

等

へ
の

移
管

1

民
間

に
行

く
と

少
し

違
う

動
き

に
な

る

合
併
に
よ
る
市
町
村
の
広
域
化
で
、

県
と
し
て
管
理
す
る
よ
り
中
核
的
市

町
村
で
の
効
果
的
・
効
率
的
運
営
が

図
ら
れ
る
施
設

（
例
）
県

立
上
越

自
然
館

→
上
越

市

市
町

村

へ
の

移
管

2

広
く
民
間
企
業
等
の
参
入
が
可
能
で
、

運
営
ノ
ウ
ハ
ウ
を
積
極
的
に
導
入
し
、

効
果
的
・
効
率
的
な
運
営
を
図
る
施

設 （
例
）
県

民
会
館

（
文
化

振
興
財

団
）

指
定

管
理

者

に
よ

る
運

営
3

県
施
策
と
の
連
携
、
市
町
村
施
設
と

の
連
携
な
ど
の
観
点
か
ら
、
市
町
村

が
管
理
す
る
こ
と
に
よ
り
効
果
的
な

サ
ー
ビ
ス
提
供
を
図
る
施
設

（
例
）
県

立
こ
ど

も
自
然

王
国
→

柏
崎
市

市
町

村

に
よ

る
管

理
4

法
令
な
ど
で
管
理
運
営
に
制
約
を
受

け
る
施
設
や
、
専
門
性
の
高
い
サ
ー

ビ
ス
が
必
要
な
た
め
専
門
的
職
員
を

配
置
し
て
い
る
施
設
等

（
例
）
県

立
歴
史

博
物
館

県
直

営
5

中
立

公
平

を
ど

う
担

保
す

る
か

行
政

に
は

運
営

ノ
ウ

ハ
ウ

が
な

い

民
間

は
す

ぐ
手

を
引

く
場

合
も

あ
る

商
業

施
設

で
は

な
い

利
潤

を
追

求
す

る
事

業
で

は
な

い

市
が

管
理

す
る

な
ら

、
こ

の
施

設
は

不
要

→
も

っ
と

利
便

性
の

よ
い

別
の

施
設

に
移

管
を

三
市

町
村

で
直

接
管

理
す

る
こ

と
は

自
治

法
上

で
き

な
い

自
治

体
と

住
民

に
よ

る
セ

ン
タ

ー
の

活
用

現
状

の
４

自
治

体
で

前
向

き
に

運
営

す
れ

ば
よ

い

現
行

で
中

身
を

濃
く

す
る

方
に

注
力

現
体

制
で

不
都

合
は

あ
る

か

現
状

の
指

定
管

理
で

良
い

中
立

公
平

を
守

る

地
域

住
民

と
し

て
は

県
市

町
村

が
一

体
と

し
て

活
動

し
て

欲
し

い

地
元

自
治

体
と

の
連

携
が

重
要

県
だ

け
で

は
地

元
自

治
体

の
意

向
が

不
十

分

県
も

運
営

に
関

わ
る

必
要

が
あ

る
県

直
営

で
は

地
元

の
か

か
わ

り
が

薄
く

な
る

指
定

期
間 指

定
管

理
期

間
は

5
年

3
年

は
短

い

チ
ェ

ッ
ク

の
過

程
の

公
表

が
必

要

指
定

期
間

と
は

関
係

な
く

チ
ェ

ッ
ク

機
能

は
必

要

事
業

実
績

を
途

中
で

チ
ェ

ッ
ク

す
る

こ
と

を
条

件
に

5
年

中
間

報
告

を
す

る
こ

と
で

5
年

（
成

果
を

確
認

）

チ
ェ

ッ
ク

機
能

を
強

化
し

て
5
年

と
す

る

今
回

の
成

果
の

確
認

の
為

短
く

し
て

も
3
年

で

５
年

３
年

チ ェ ッ ク 機 能 を 付 け て ５ 年

基
本

的
な

考
え

方

-11-



 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「柏崎原子力広報センター検討委員会」報告書 

平成 22 年 12 月 
 

【事務局】 新潟県防災局原子力安全対策課 

        〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

        TEL 025-282-1696  FAX 025-285-2975 

       E-mail ngt130030@pref.niigata.lg.jp 

http://www.pref.niigata.lg.jp/genshiryoku/  

（柏崎原子力広報センターのキャラクター）
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